鳥取県県土整備部建設工事に係る
コンクリート塊等再資源化及び再資源化施設登録要領
１  目　的

    本要領は、「資源の有効な利用の促進に関する法律」（平成３年法律第４８号。以下「リサ　イクル法」という。）及び「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成１２年法　律第１０４号。以下「建設リサイクル法」という。）を踏まえ定められた「鳥取県県土整備部　公共工事建設副産物活用実施要領」（平成１４年管第６７５号。以下「活用実施要領」という。）　に基づき、建設工事に伴って副次的に発生する建設廃棄物のうち、指定副産物として再資源化　が義務付けられているコンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊及び建設発生木材の再　資源化施設への搬出に係る必要事項を定めるとともに、コンクリート塊等の有効利用及び適正　処理の確保を図ることを目的とする。

２  対象指定副産物等

    本要領は、県土整備部（各総合事務所県土整備局を含む。以下「発注機関」という。）が発　注する全ての建設工事に伴って副次的に発生する建設廃棄物のうち、コンクリート塊、アスフ　ァルト・コンクリート塊、建設発生木材の指定副産物を対象とする。

３  コンクリート塊の再資源化

（１）コンクリート塊の搬出先

      発注機関は、活用実施要領３の（３）のウに基づき、建設工事現場内又は他の公共工事現　　　場で利用できないコンクリート塊を再資源化施設へ搬出する場合は、７の（２）の登録を受　　　けた再資源化施設のうち、運搬費及び処分費に要するコストが安価な施設を搬出先として、　　　設計図書の現場説明書において条件明示する。

　　　なお、再資源化施設の処理能力又は保管容量が、建設工事現場から搬出される廃材量と比　　　較して小さい場合は、予め処理施設の受入状況を確認した上で搬出先を決定すること。

（２）再資源化施設の登録要件

      再資源化施設は、建設工事現場から搬出されたコンクリート塊について、破砕、選別、混　　　合物除去、粒度調整等を行う再資源化設備を有し、利用可能な全量を品質が確保された再生　　　クラッシャーラン（Ｒcc等）、再生コンクリート砂、再生粒度調整砕石等として供給してい　　　ること。
    　なお、再資源化施設の所在地は鳥取県内であり、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」　　　（昭和４５年法律１３７号。以下「廃掃法」という。）に基づく産業廃棄物中間処理業の許　　　可を受けている者に限る。

４  アスファルト・コンクリート塊の再資源化

（１）アスファルト・コンクリート塊の搬出先

      発注機関は、活用実施要領３の（４）のイに基づき、他の公共工事現場で利用できないア　　　スファルト・コンクリート塊について、建設工事現場から４０キロメートルの範囲内で再生　　　アスファルト合材又は合材用骨材を製造する再資源化施設へ搬出する場合は、７の（２）の　　　登録を受けた再資源化施設のうち、運搬費及び処分費に要するコストが安価な施設を搬出先　　　として、設計図書の現場説明書において条件明示する。

　　　なお、再資源化施設の処理能力又は保管容量が、建設工事現場から搬出される廃材量と比　　　較して小さい場合は、予め処理施設の受入状況を確認した上で搬出先を決定すること。

（２）再資源化施設の登録要件

      建設工事現場から搬出されたアスファルト・コンクリート塊について、次のアからウまで　　　のいずれかに該当し、かつ、再生アスファルト合材として供給されるべき基準値を満たす再　　　資源化施設であること。

      なお、再資源化施設の所在地は鳥取県内であり、廃掃法に基づく産業廃棄物中間処理業等　　　の許可を受けている者に限る。

    ア  破砕、選別、混合物除去、粒度調整等を行う再資源化設備を有し、再生アスファルト合材用骨材を製造するとともに、利用可能な全量を品質が確保された再生アスファルト合材として再資源化し供給していること。

    イ  破砕、選別、混合物除去、粒度調整等を行う設備を有し、再生アスファルト合材用骨材　　　　を製造するとともに、利用可能な全量について、再生アスファルト合材を製造する工場と　　　　の間において(４)に記載する内容の覚書を締結し、継続的な供給実績があること。

    ウ  破砕に係る再資源化施設が立地していない各県土整備事務所及び各総合事務所県土整備　　　　局管内にあっては、「積替保管施設」をイと同等の扱いとし、全受入量をアに該当する　　　　再資源化施設へ供給していること。

（３）再生アスファルト合材として供給されるべき基準値

      建設リサイクル法の趣旨により、アスファルト・コンクリート塊は再生アスファルト合材　　　として利用を促進するが、この場合、７の（２）の登録を受けた再資源化施設においては、　　　再生アスファルト合材又は合材用骨材として供給されるべき基準値は当該年度受入量の６０　　　パーセント以上とする。

      なお、この基準値は、再生アスファルト合材の再生骨材混入率の上昇等による需要動向に　　　配慮しつつ、適宜見直しを行うものとする。

（４）覚書及び継続的な供給実績

    ア  再生アスファルト合材用骨材を製造する再資源化施設（甲）と再生アスファルト合材を　　　　製造する工場（乙）は、次の（ア）から（エ）までの内容を記載した覚書を締結するもの　　　　とする。

      　また、継続的な供給実績とは、鳥取県県土整備部技術企画課（以下「技術企画課」とい　　　　う。）が再生アスファルト合材用骨材を製造する設備を確認し、覚書の内容が１か月以上　　　　継続して実施されていることを要する。

      （ア）甲は、建設工事から搬出されたアスファルト・コンクリート塊を中間処理（破砕）　　　　　　し、全量を再生骨材として再資源化する。

      （イ）甲は、再資源化された再生骨材のうち、再生アスファルト合材用骨材として利用可　　　　　　能なものについて、その全量を乙へ優先的に供給する。

      （ウ）乙は、甲から供給された再生アスファルト合材用骨材を混入させ再生アスファルト合材を製造するとともに、再生アスファルト合材用骨材の混入率を高める努力をし、アスファルト・コンクリート塊の再生利用に資する。

      （エ）覚書の有効期間等。

　  イ　覚書締結先である再生アスファルト合材を製造する工場が、供給された再生骨材を不適      　正に使用した場合は、その覚書は（２）のイの登録要件に該当しないものとする。

　

（５）再生アスファルト合材又は合材用骨材以外の再資源化　

　　　活用実施要領３の（４）のウに基づき、（２）及び（３）に該当しない再資源化施設への　　　搬出は、再資源化施設の所在地が鳥取県内であり、廃掃法に基づく産業廃棄物中間処理業等　　　の許可を有している再資源化施設へ行うものとする。この場合、再生クラッシャーラン（Rca）　　　の円滑な供給等の観点から、再資源化施設の所在地が県外であっても、県内に本社又は営業　　　所、支店等を有し、既に砕石販売とRca製造供給を一体的に行っていると認める再資源化　　　施設は県内扱いとすることができる。

５  建設発生木材の再資源化

（１）建設発生木材の搬出先

      発注機関は、活用実施要領３の（５）のアに基づき、建設工事現場から５０キロメートル　　　の範囲内で再資源化施設へ搬出する場合は、７の（２）の登録を受けた再資源化施設のうち、　　　運搬費及び処分費に要するコストが安価な施設を搬出先として、設計図書の現場説明書にお　　　いて条件明示する。

　　　なお、再資源化施設の処理能力又は保管容量が、建設工事現場から搬出される廃材量と比　　　較して小さい場合は、予め処理施設の受入状況を確認した上で搬出先を決定すること。

（２）再資源化施設の登録要件

      再資源化施設は、建設工事現場から搬出された建設発生木材について、チップ化等へ再資　　　源化する設備を有し、かつ、木質ボード、堆肥等の原材料として供給していること。

      なお、再資源化施設の所在地は鳥取県内であり、廃掃法に基づく産業廃棄物中間処理業の　　　許可を受けている者に限る。

６　廃材の余剰等に対する措置

（１）再生アスファルト合材として供給されるべき基準値の適合が見込まれない場合の措置

      ４の（２）により登録を受けた再資源化施設においては、現状では基準値の適合が見込ま　　　れない場合、技術企画課へ様式第１号により報告するとともに、当該建設工事の受注者は　　　他の再資源化施設へ搬出するものとする。

（２）再生アスファルト合材として供給されるべき基準値の把握

　　　４の（２）により登録を受けた再資源化施設においては、毎月の基準値を把握するととも　　　に、基準値を下回った月が生じた場合には、当該月の属する年度末までの間、毎月の基準値　　　を翌月末までに技術企画課へ報告するものとする。

（３）廃材の余剰が見込まれる場合の措置

      再資源化施設で、保管容量を上回る廃材がストックされる等廃材の余剰が見込まれる場合　　　は、当該建設工事の受注者は当該廃材を他の再資源化施設へ搬出するものとする。

７  再資源化施設の登録（変更）申請

（１）登録（変更）申請

    　建設工事現場から搬出されるコンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊又は建設発　　　生木材の受入れを希望する再資源化施設は、様式第２号による登録（変更）申請書を技術企　　　画課へ提出しなければならない。これを変更するときも、同様とする。

（２）審査及び登録

    　技術企画課は、再資源化施設の登録申請書が提出された場合は、再資源化施設に必要な設　　　備、再生資材の供給状況及び覚書の内容等を確認の上、要件を満たしていると認める場合は　　　再資源化施設に登録する。

（３）審査結果の通知

　　　技術企画課は、再資源化施設の登録申請の審査結果について、文書により通知するものと　　　する。

８  実績報告

　　再資源化及び再生資材の供給状況を把握するため、登録を受けた再資源化施設は、当該年度　における廃材受入量、破砕処理量、供給量等の実績報告書を作成し、技術企画課へ提出しなけ　ればならない。ただし、アスファルト・コンクリート塊については半年ごととする。

　　技術企画課は、実績報告書の内容に疑義がある場合は、当該再資源化施設に対し関係書類の　提出を求めるとともに、立入調査等をすることができる。

（１）実績報告書の様式

    ア　コンクリート塊  　　　　　　　　　　 様式第３号

    イ　アスファルト・コンクリート塊 　　　  様式第４号

    ウ  建設発生木材                          様式第５号

（２）実績報告書の審査内容

    ア  コンクリート塊、建設発生木材

        廃材受入量、破砕処理量、供給量、ストック量の数量チェックを行う。

    イ  アスファルト・コンクリート塊

        廃材受入量、破砕処理量、合材用骨材、砕石用骨材、ストック量の数量チェックを行い、　　　　アスファルト・コンクリート塊の再生アスファルト合材又は合材用骨材としての供給率が　　　　基準値を下回っていないか確認する。

（３）再生アスファルト合材として供給されるべき基準値に適合しない場合の措置

      実績報告書の審査の結果、基準値に適合しないことが判明した場合は、実績報告を基に技術企画課が算出した期間、搬出を停止（１か月以上）する。

９　不誠実な行為への措置

（１）実績報告書の未提出

      提出期限までに実績報告書の提出等が無い場合は、搬出を停止する。

（２）その他の不適正行為

      虚偽の実績報告等の不適正が発見された場合又は再資源化施設で供給された際資源の品質が確保されていないことが確認された場合は、必要に応じて事情聴取を行うとともに、搬出の停止又は再資源化施設の登録を取り消すものとする。

　　附　則

　１　この要領は、平成１７年７月１９日から施行する。

　２　１の規定にかかわらず、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊及び建設発生木　　　材の搬出先の取扱いについては、技術企画課長が別に定めるまでの間、従前の例によること　　　ができる。

　　附　則

　１　この改正は、平成１８年７月４日から施行する。

　　附　則

　１　この改正は、平成２５年４月１日から施行する。

附　則

　１　この改正は、平成２５年７月１０日から施行する。　
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